
【R1:先－11】立体道路制度の活用によるMaaS拠点成立可能性調査
（実施主体：埼玉県和光市）

調査対象地及び施設の概要

和光市市基礎情報（R2.1.1時点）
・人口: 84,003人
・可住地面積：11.04km2

【事業分野：道路】 【対象施設：高速道路】 【事業手法：道路占用・立体道路制度】

調査のポイント
〇既存道路の上部空間において立体道路制度を適用し、施設を建設する際の物理的・制度的な制約条件の整理。

〇既存道路の上部空間への区分地上権設定対価の試算方法の確立と民間収益事業の成立可能性の把握。

【土地所有】
（独）日本高速道路
保有・債務返済機構
【施設管理】
東日本高速道路
（株）

外環上部丸山台地区
（高速道路上部空間）
面積約 9,300㎡

これまでの経緯・目的

■外環上部空間の利活用経緯

S63：公共施設整備の検討開始

H28：関係機関の協議開始

R１ ：耐震面で問題ないことを確認

実現に至らず（財政状況等）

H1：立体道路制度創設

H28：制度一部改正

（既存道路上に区分地上権設定可能に）

＜長期に亘る遊休地化＞
外環上部空間において公共施設
整備の検討を開始したが、市の
財政状況等により長期に亘り活
用に至らなかった。

＜新たな活用の方向性＞
道路法が改正され、既存道路上
に区分地上権が設定可能になっ
たこと、地上に施設を建設しても
耐震面で問題ないことを確認した
ことを受けて、立体道路制度を活
用して民間事業者による有効活
用を検討開始（本年度調査）

H26：制度一部改正

（既存道路に適用範囲拡大）

調査結果

１．外環上部空間の利活用に関わる条件整理
外環上部空間を民間事業者が利活用する際の前提条件、制約条件を整理した。

２．外環上部空間に求められる交通機能
• 市内の各拠点に求められる交通機能の
役割分担と、その中で外環上部空間に
求められる機能を整理した。なお、機能
は現在から20年間程度の間に求められ
るもの、約20年後以降に求められるもの
という区分で整理した。

• 住宅地域の高齢化などにより、モビリ
ティが変化しても対応可能な機能や設
備として乗降機能、駐車を行える施設、
EV車などの次世代モビリティ用充電施
設が必要という結果となった。

【外環上部空間の利活用に関わる主な条件】

■交通アクセスに係る条件

• 外環上部丸山台地区と周辺道路の高低差、安全性及び自動車荷重の制約か
ら、自動車アクセスは敷地南側の市道364号線（耐荷重2ｔ/㎡区域）に限定。

■施設整備に関わる制約条件
• 本敷地は雨水を地中へ浸透させる十分な土被りが確保できないため、一時的に雨
水を貯留させる施設を敷地内に設け（土地活用面積の制約）、周辺雨水管への接続が必要。

• 側道の県道88号線は和光北ICに向かって下がる傾斜になっており、北側ボックスカ
ルバートの一部が地上に露出。

12ｔ/㎡

2ｔ/㎡

【外環上部空間に求められる交通機能】

市道364号線から
の車両出入に限定

耐荷重の制約
（2ｔ/㎡）

大型バスや施工時工
事車両の通行が困難
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和光市市基礎情報（R2.1.1時点）
・人口: 84,003人
・可住地面積：11.04km2

調査結果

・市民報告
・官民対話

・民間協力事業者募
集～決定

・基本計画策定
（市・民間協力事業者）
・資金計画検討等
（民間協力事業者）

・事業者決定
・設計・工事

・制度面の手続き等

2020年度（令和2年度） 2021年度（令和3年度） 2022年度（令和4年度） 2023年度（令和5年度）

供用開始

○事業化にあたっての課題
・区分地上権設定等に関する道路管
理者との協議
・エンドユーザーの見定め

・各段階における構造物の耐震性検
証

・事業採算性向上のための都市計画
の見直し 他

３．空間利用計画案の作成
条件整理を踏まえて以下の２通りの空間利用計画案を作成した。

事業化に向けた今後の展望

先導調査結果

基本方針

関係機関との協議・調整 区分地上権購入

４．資金計画案の作成
〇区分地上権設定対価の算定

①価格調査の対象となる権利の確定
• 本敷地を使用する区分地上権の対価については、外環が敷地直下に通っていることに起
因し利用制限があるため、利用制限付きの地上権の価格として算定した。

②工事車両通行の可否
• 敷地南側の荷重2t/㎡区域の重量制限、市道364号線の交通量の多さなどによる施工上
の課題から、敷地北側の市道2002号線の補強が必要となるとして算定した。

③最有効使用の検討
• 本敷地の立地からみた利用として最も需要が高いと想定される分譲マンション(※)を最有
効使用として、不動産鑑定の１手法である「開発法」を用いて価格調査を行った。

区分地上権価格 1,630,000,000円 176,000円/㎡

市道2002号線補強工事費 1,200,000,000円 －

最終的な区分地上権価格 430,000,000円 46,466円/㎡

〇事業収支シミュレーション
右図のスキームに基づき、民間事業者が事業を行っ
た場合の収支シミュレーションを行った。

①空間利用計画案に基づくシミュレーション
• 事業者＊が市に借地料を支払い、テナントから賃料を
収受したと仮定した場合の事業期間に亘るシミュレー
ション結果は以下の通りとなり、目標とした利回り達成
には用途地域変更等の条件が必要である。

②都市再生推進法人の収支シミュレーション
• 都市再生推進法人が敷地の一部を活用し、収益をま
ちづくりに還元する方策を検討するため、単年度の収
支を算定したところ、収支はプラスとなった。

パターン１（中層計画案） P-IRR：4.74％＜6.0％（目標とした投資利回り）

パターン２（低層計画案） P-IRR：3.34％＜6.0％（目標とした投資利回り）

(※)土地価格調査のための想定であり、空間利用計画案とは整合していない

【パターン１】 【パターン２】

床面積：商業施設3,000㎡
宿泊施設3,000㎡

床面積：商業施設3,000㎡
事務所 3,000㎡

＊

＊選定された民間事業者

【想定事業スキーム】


